
社会保障カード（仮称）の制度
設計に向けた検討のための

実証事業について
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一人当たり社会保障給付費（右目盛）
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1980
（昭和55)
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（昭和45)
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（昭和35)
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（昭和25)

（兆円） （万円）

47.2

24.8

3.5

0.1 0.7

91.4

105.5

～～

2000
（平成12)

78.1.

2010
(予算

ﾍﾞｰｽ)
資料：国立社会保障・人口問題研究所「平成19年度社会保障給付費」2010年度（予算ベース）は厚生労働省推計、

2010年度の国民所得額は平成22年度の経済見通しと経済財政運営の基本的態度（平成22年1月22日閣議決定）

（注）図中の数値は、1950,1960,1970,1980,1990,2000及び2007並びに2010年度（予算ベース）の社会保障給付費（兆円）である。

（参考）一人当たり社会保障給付費は、2007年度で71.6万円、2010年度（予算ベース）で82.8万円である。

1970 1980 1990 2000 2010(予算ﾍﾞｰｽ)

国民所得額（兆円）Ａ 61.0 203.9 346.9 371.8 336.4 

給付費総額（兆円）Ｂ 3.5(100.0%) 24.8(100.0%) 47.2(100.0%) 78.1(100.0%) 105.5(100.0%)

（内訳） 年金 0.9( 24.3%) 10.5( 42.2%) 24.0( 50.9%) 41.2( 52.7%) 53.2( 50.4%)

医療 2.1( 58.9%) 10.7( 43.3%) 18.4( 38.9%) 26.0( 33.3%) 32.1( 30.4%)

福祉その他 0.6( 16.8%) 3.6( 14.5%) 4.8( 10.2%) 10.9( 14.0%) 20.2( 19.1%)

Ｂ／Ａ 5.77% 12.15% 13.61% 21.01% 31.36%

2社会保障給付費の推移



社会保障給付費 平成19年度（実績） 91.4兆円 （対国民所得比 24.4%）

資料：国立社会保障・人口問題研究所「平成19年度社会保障給付費」
※ 社会保障給付の財源としてはこの他に資産収入などがある

保険料 56.9兆円（65%） 税 31.0兆円（35%）

うち被保険者拠出
29.7兆円（34%）

うち事業主拠出
27.2兆円（31%）

うち国
22.2兆円（25%）

うち地方
8.8兆円
（10%）

国（一般会計）
社会保障関係費等

※平成21年度予算 社会保障関係費 24.8兆
円（一般歳出の48%を占める）

積
立
金
の
運
用
収
入
等

各制度における
保険料負担

都道府県
市町村

（一般財源）

年金 48.3兆円（53%）

《対国民所得比 12.9%》

医療 28.9兆円（32%）

《対国民所得比 7.7%》

福祉その他
14.2兆円（16%）

《対国民所得比 3.8%》

うち介護6.4兆円（7%）
《対国民所得比 1.7%》

【給付】

【負担】

3社会保障の給付と負担の現状



医療・介護サービス

各種福祉制度医療保険者 年金保険者

全国健康保険協会 日本年金機構

健康保険組合

共済組合

国民健康保険組合

後期高齢者医療
広域連合

共済組合

企業年金
（厚生年金基金など）

国民年金基金

介護保険者

市町村／広域連合市町村（国保）

市町村
保健所、福祉事務所など

都道府県
保健所、福祉事務所など

その他

※これらの主体において、適用、保険料・掛金徴収、給付等の事務を行っており、加入や脱退、給付申請などの
手続は、会社又は本人が行うこととなっている。

保険医療機関
保険薬局

介護サービス事業者

4社会保障に関わる主な機関



社会保障制度の現状と課題

1. 少子高齢化の急速な進展
 社会保障への国民の期待の増大

2. 社会保障給付費の増大
 社会保障給付費は、約１０６兆円（２２年度予算）

 対国民所得比３１．４％と極めて大きいものとなってお
り、それを負担する国民の理解が必要

3. 国民にわかりにくい複雑な制度
 国民皆保険、皆年金制度を堅持しつつ､老齢、疾病、

要介護など人生の様々なリスクに対応

 その一方で、制度が複雑化

国民にとって身近でわかりやすく、全体として効率
的であることが極めて重要
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社会保障の信頼性、効率性を高めるために（例示）

• 年金制度では、自ら納めた年金保険料の
記録を自ら確認できる

（特にこれは喫緊の課題）

• 必要な情報が行き届き、簡便な手続きで必
要な給付が確実に受けられる

• 医療機関では、資格確認を瞬時・正確に行
える

• 自らの健康情報や家族の予防接種記録を
いつでも自由に閲覧し活用できる
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社会保障分野の情報連携基盤

①国民の利便性

②プライバシー保護のための高い安全性

③複数の機関にまたがる業務の全体とし
ての効率性
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社会保障を国民にとって身近で使いやすいもの
に。

情報技術が大きく進歩している中、これらを同時に
追求。



④ 中継DBは、保険者へ情報を要求。
保険者は、中継DBを通じて、利用者へ情報を提供

保険者のデータベース中継データベース（仮称）

・基礎年金番号
（０９８７－６５４３２１）

・厚労 花子
・保険資格情報
・閲覧情報

・被保険者番号
（１２３４－５６７８９）

・厚労 花子
・保険資格情報
・閲覧情報

年金

介護

① 個人を識別した上
で、本人確認を
し、交付

③ 認証（※）

② アクセス、情報を要
求（暗証番号の入力等）

※ 公開鍵暗号の技術を活用する方式（ＩＣチップに収録された極度
に解析が困難とされる暗号アルゴリズムである秘密鍵、公開鍵によ
る演算の結果が合致することをもって本人を認証する方式）を検
討。この方式は、ICチップに収録した共通番号等を認証に直接用い
る方式と比較し、安全性において優位。

etc

○ プライバシー侵害、情報の一元的管理に対する不安を極力解消しつつ、将来的な用途拡大に対応でき
る仕組みを目指す。

○ 保険資格情報や閲覧情報は保険者のみが保有。中継データベース（仮称）は、被保険者記号番号と
いった必要最小限の情報を持つ（情報の集約を避け、情報連携を適切に制御できる仕組み）。

○ 社会保障カード（仮称）のためだけの新たな投資を極力避けることが必要。

医療

・被保険者証記号番号
（港いろは１２３４）

・厚労 花子
・保険資格情報
・閲覧情報

ICカードICカード

厚労 花子

情報へのアクセス記録を保存し、利用者が確認でき
る仕組みとすることなどにより、不正アクセスによ
る盗み見等の不正を抑止し、情報連携を制御。

整理番号 ・・・

基礎年金番号 ・・・

医療保険被保険者記号番号 ・・・

介護保険被保険者番号 ・・・

その他の番号 ・・・

○ 他の市町村へ住所を移した場合の継続使用を可能
とする等の住基カードの見直しの動き、オンライン
認証の実現を含めた公的個人認証サービスの普及拡
大に関する検討等と連携し、既存のインフラの活用
を検討。

8仕組みのイメージについて（仮定）



実証事業で目指したもの

①以下のような仮定を検証すること。
・ＩＣカードを用いた確実な本人認証
・中継データベースを活用した安全な情報保有機関の連携
・社会保障に関する本人情報の閲覧や活用
・医療機関等における保険資格の確認 など

②上記の仮定を用いた情報連携が、便利で安心安全なものと
利用者に実感してもらうこと。

③上記の仮定について、制度運用面等での課題を抽出するこ
と。

④実証事業で構築する基盤を活用して各地域のコンソーシア
ムが独自の医療・健康等サービスを実施し、実証事業終了
後も、当該地域における公共サービスとして継続し、発展
的に活用するモデルとなること。
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ヒドゥンIDアクセ
ス

鴨川市社会保障カード実証事業コンソーシアム
医療リソースの少ない地域における中核病院と行政のタイ
アップによる情報連携の効果を検証

日立製作所・名張市社会保障カード(仮称)実証
コンソーシアム
住基カードを活用して行政の効率化と住民への利便性
の両方の実現を検証

わかやま安心医療・社会保障カードコンソーシアム
家庭から安全・安心に情報へアクセスする方法として携帯、地
デジなどのアクセスの多様化を検証

いずも医療カード利用推進コンソーシアム
地域医師会等の既存医療ネットワークを活かした健
康・医療の情報連携の効果を検証

かがわSSCコンソーシアム
身近な交通系ICカードを使って、住民への受け入れ易さを
検証

おおむら社会保障カード（仮称）コンソーシ
アム
低年齢層での効果を実証するため、小中学校の学童健
診を中心に親子向けのサービスの効果を検証

実証事業における各コンソーシアムの特徴

福岡経済情報基盤コンソーシアム
フィールド実証に加え、フィールドでは実証
不可能な項目の仮想環境を用いた効果の検
証

SAML SSO

サイト連携方式:
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社会保障・税に関わる番号制度 ～3つの視点からの「選択肢」～

選択肢 Ⅲ
～プライバシー保護からの選択～

保護の徹底をどうするか

選択肢 Ⅰ
～国民にとっての「メリット」と「リスク・コスト」からの選択～

利用範囲をどうするか

・より正確な所得把握と税徴収が可能と
なる

・「給付付き税額控除」の導入が可能と
なる

・保険証の１枚化、医療・介護情報
サービスの利用が可能となる

・「所得比例年金」の導入、
「高額医療・介護合算制度」の改善
医療保険手続き簡便化、が可能となる

・引越しの際の手続き
一括処理などが可能
となる

基礎年金番号

住民票コード

新たな番号

番号に何を
使うか

情報管理

をどうするか

選択肢 Ⅱ
～正確性・安全性からの選択～

制度設計をどうするか

・国民全員に
付番されて
なく、重複が
ある

・プライバシー
保護上の問
題がある

・プライバシー
保護上の問
題がある

＜住基ネット
を活用し、
新たに付番
＞

・問題少ない

・ﾌﾟﾗｲﾊﾞｼｰ侵害
の懸念が大き
い

・情報漏れの被
害が大きい

・プライバシー侵
害の懸念、情
報漏れの被害
が小さい

大

大

A案 （ドイツ型）
－税務分野のみで利用－

B案 （アメリカ型）
－税務＋社会保障分野で利用－

・税務分野に利用
・社会保障の現金給付に利用
・社会保障情報サービスに利用
・役所の各種手続に利用

B-1案
－税務分野で利用
－社会保障の現金給付に利用

B-2案
－税務分野に利用
－社会保障の現金給付に利用
－社会保障情報サービスに利用

C案 （スウェーデン型）

－幅広い行政分野で利用－

情報管理の「リスク・コスト」

国
民
に
と
っ
て
の
メ
リ
ッ
ト
（
利
便
性
）

一元管理
方式

各分野の番号
を一本に統一
し、
情報を一元的
に管理

情報を各分野で
分散管理、番号
を活用して連携

分散管理
方式

・自己情報へのアクセス
記録を確認できる仕組
を整備する

・プライバシー保護を任務
とする「第三者機関」を
設置する

・「ICカード」を導入し
て、確実な本人確認
を実現する

・各主体のセキュリティ
設計強化を図る

・法令により「目的外利
用」を規制

「偽造」「なりすまし」等
の不正行為を防ぐ

「目的外利用」
を防ぐ

国民自らが情報活用
をコントロールできる

＜ 国民の権利を守るための番号に向けて＞

国・地方が連
携・協力して推
進

最小の費用で、確実かつ効率的な仕組み
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
【3/3修正】　①ケース名称タイトル：括弧内の文言を国別からモデル名に変更　②ケース２の説明文：クロスロードバンク固有名詞削除（国名称からモデル名称に変更したため）　③ケース１の図：窓口図を削除　④ケース２・ケース３の図：窓口から番号変換へ文言変更　⑤ケース３の図；○を各分野の枠内へ移動（各分野単位で番号変換されることを示すため）ディレクトリの中に格納されるID連携について。利用者はXXXというログインIDを登録します。すると、中央では、連携機関ごとにIDを発行します。それを連携用IDと仮称すると、最初の段階で、各機関による名寄せが必要になりますが、以降、各機関との処理はこの連携用IDによって行われます。なぜこのような方法をとるかというと、・各機関のIDが一律だと悪用する人がいるかもしれないという不安を払拭する必要・各機関のIDは極力、各機関が責任をもって管理する　としたいから。この部分は別の章で触れますので、後ほど小橋さんに説明してもらいます。
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